
1 2 現状・課題及び論点

○ 地域連携ネットワークづくりに当たっては、尊厳のある本人らしい生活の継続を支援し、地域社会への参加を図ると

いった観点から、地域の実情に応じて、多様な主体との更なる連携を図っていくことが重要。

○ 市町村と家庭裁判所との連携については、民法等改正法の施行後の運用を見据え、より重要となると考えられる。

○ 成年後見制度の見直しに伴い、特に消費者被害の防止については、多機関連携による支援が必要と考えられる。

○ 今般の社会福祉法の改正においては、

・地域の関係機関の協力・連携強化を図るために情報交換・連携体制の整備を行う会議体の設置を法定化するとともに、

・地域福祉の推進に当たって、消費者の利益の擁護及び増進に関する施策との連携に配慮する努力義務を規定

している。

○ これらの状況を踏まえつつ、市町村においては、地域権利擁護相談支援センターを中心として、多様な主体との連携

を図りながら、本人の支援ニーズに対応した支援を行うための地域連携ネットワークづくりを引き続き推進することが

必要。

現状・課題
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○ 地域連携ネットワークにおいて、後見人等の支援を含めて求められる機能を発揮するために、市町村・地域権利擁護

相談支援センターと家庭裁判所との連携をより進める観点から、必要な方策についてどのように考えるか。

○ 消費者行政や金融分野を始めとして、どのような主体との連携を進める必要があると考えられるか。また、そのた

めの方策について、どのように考えるか。
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